
第１次改訂版はしがき

２０１４年６月、５２年ぶりに行政不服審査法が全面改正され、関連する第

１編および第２編７章を中心に書き下ろした『行政救済法のエッセン

ス』の第１次改訂版を、ここに上梓します。２００４年に行政事件訴訟法が

改正されてから１０年が経過したところで、ようやく行政救済制度全体の

現代化が一応完了したことになります。

私たち市民は、日々の生活の中で様々なトラブルに遭遇しますが、紛

争に対処するにあたって、好むと好まざるとにかかわらず、具体的な行

動をとらざるを得ない局面が出てきます。行政機関に相談に行くことも

あるでしょうし、行政に対する不満を専門の窓口にぶつけにいくという

こともあるでしょう。紛争が深刻であれば、裁判だって起こさなければ

ならないかもしれません。そういうとき、世の中に用意された様々な行

政関係の手続を利用するにあたって、そもそも、それらがどういうもの

で、どのような仕組みになっているのか、その後の展開はどうなるのか

等々につき、予め知っておくことはとても大切なことです。

本書は、一般にはなじみの薄い行政救済制度を、ユーザー目線で描く

ことに重点を置いて解説をしています。学生さんはもちろん、初めて行

政救済法を勉強する方にとってわかりやすいように工夫したつもりです

が、実務の最先端の議論も紹介していますので、プロである公務員の方

にもきっと有意義だと思います。行政法の世界は奥深く、複雑で、かつ、

どろどろしたりもしていますが、それだけに大いなる可能性を秘めてい

ます。装いを新たにした行政救済制度は、はさみと同じで、「使いよう」

によって、従来よりも一層大きな効用をもたらしてくれる仕組みになっ

たといってよいでしょう。

本書が、行政救済制度を活用する一助となれば幸いです。

２０１５年９月

櫻 井 敬 子
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行政不服審査法はどのような法律か第1章

POINT!POINT!

� 行政不服審査法は、行政活動に問題があった場合に、行政機関が自ら問題

を是正するための仕組みを定めている。

� 平成２６年に行政不服審査法は全部改正され、その目的も、簡易迅速かつ公

正な手続により、国民の権利利益の救済と行政の適正な運営を確保すること

とされた。

� 行政不服審査制度は、個別法ごとに特色のある仕組みが定められているこ

とが多く、全体像は複雑である。行政不服審査法は、一般法として、行政不

服審査の標準型と一般的なルールを規定するにとどまる。

キーワード
きれいな法律、一般法、簡易迅速、適用除外、特例、枠外、標準モデル、

公正な手続、２０年法案、ハイブリッド

１ きれいな法律

いいことづくめ
行政不服審査法は、行政手続法と並んで、きれいな法律です。行政不

服審査法の１条１項をみると、国民に対して広く行政庁に対する不服申

立てのみちを開くことによって、「国民の権利利益の救済を図る」とと

もに「行政の適正な運営を確保する」ことを目的とする、と書かれてい

ます。行政に問題があれば（実際、現実の行政には問題が少なくありま

せん）、国民はこの法律に基づいて行政庁に遠慮なく文句を言うことが

できるようになっています。そして、とにもかくにも、役所の窓口に行

きさえすれば、その人の侵害された権利利益は救済されるし、行政のあ

り方だって適正にしてくれるというのですから、国民にとって大変あり

がたい法律であるということができそうです。この点、裁判ともなれば、
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どうしても手間と費用がかかってしまいますが、そこは行政の手続なの

で、厄介な紛争も「簡易迅速かつ公正な手続」によって解決してくれる

のですから、何だかいいことづくめの法律であるようにも見えます。こ

の法律さえあれば、行政の不条理がサクサク、ホイホイと簡易迅速かつ

公正に片づけられ（しかも、タダなんです！）、ついでに世の中も良く

なるような感じがします。

このように、この法律の文面だけを見ると、何ともたおやかで美しい

限りなのですが、しかし、賢明な読者はよくおわかりのように、世の中、

何事も甘くはありません。「色男、金と力はなかりけり」といいますが、

この種の一見きれいな法律は、いまひとつパワーに欠けるというか、イ

ンパクトが弱いというか、お世辞にも活用されているとはいえないのが

実態です。ユーザーたる国民からすると、行政に対して不満はあるが、

その不満を「行政不服審査」によって役所にぶつけようという人は決し

て多くはないようです。これはどうしてなのでしょうか。行政不信が強

い昨今ですから、行政に対する不満を行政当局に言っても、「どうせ、

だめだろう」という諦めの向きもあるでしょうし、法律そのものの使い

勝手が必ずしも良くないという面もあるでしょう。少なくとも、現行の

行政不服審査は、改正されたとはいえ、制度のつくりが複雑で、統一が

とれていないという点も問題です。

まず、行政不服審査制度の独特の全体像から説明していきましょう。

一般法とはいうけれど
行政不服審査法は「一般法」と位置づけられています。同法１条２項

では、行政に対する不服申立てについては、「他の法律に特別の定めが

ある場合を除くほか、この法律の定めるところによる」とされています。

他の法律でとくに個別の規定がなければ、行政不服審査法が適用される

というのですから、これだけを聞くと、この法律は広く普遍的に通用す

る、すごい法律なんだなあというイメージを持たれるかもしれません。

しかしながら、現実はというと、一般法とは名ばかりで、その適用範

囲は実はかなり限定されています。どういうことかというと、行政不服

審査法自体が同法が適用されない「適用除外」を認めているほか、個別

法によって「特例」が非常に多く定められており、行政不服審査法が特
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が認められています。

具体的には、審査庁が上級行政庁である場合には処分庁に対して当該

処分をすべき旨を命じ、審査庁が処分庁であるときは当該処分をするも

のとされます。その場合、個別法の定める事前手続との関係で、必要が

あると認められるときは、審議会等の議を経ることができます（同条３

項）。ただし、行政不服審査法上は、次に述べる不作為についての審査

請求の場合を含め、申請権を前提としない義務付け裁決は認められてい

ません。

不作為についての審査請求の裁決
不作為についての審査請求にも却下裁決、棄却裁決がありますが、認

容裁決の場合、審査庁は不作為が違法・不当である旨を裁決で宣言しま

す。その際、申請に対して一定の処分をすべきものと認めるときは、審

査庁が不作為庁の上級行政庁である場合には不作為庁に対し、当該処分

をすべき旨を命じ、審査庁が処分庁である場合には当該処分をするもの

とされます（４９条３項）。これは、申請型義務付け訴訟の不作為型に相

当します。なお、当該措置をとるに先立つ事前手続については、処分の

審査請求の場合と同様の規定があります（同条４項）。

COLUMN

処分等の求め

平成２６年の行政不服審査法改正にあたっては、行政手続法も同時に改正され

ています。行政不服審査法は事後救済に関する法律、行政手続法は事前手続に

関する法律であり、両者は別物であるはずなのに、なぜ関連法案という形で改

正されたのでしょうか。

改正行政手続法では、�処分権限を背景とする行政指導の根拠の明示（３５条
２項）、�法令違反の行政指導に対する中止等の求め（３６条の２）、�法令違反
是正のための処分・行政指導の求め（３６条の３）につき、それぞれ新規定が置

かれています。３条文はすべて行政指導に関する改正であり、処分については

�のみが関係しています。以下では処分についてのみ述べます。
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